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福浜議員要望項目一覧 

令和６年度当初分 

要望項目 左に対する対応方針等 

（１） 防災・減災対策について 
本県では、鳥取県西部地震・中部地震をはじめ、台風・大雨等の

大規模災害を教訓としてハード・ソフトの両面から災害に強い地
域づくりに取り組んできましたが、今回の能登半島地震で得られ
た情報・知見等を元に、再度、以下のような防災・減災対策の点検・
整備について、国や市町村と共同で実施していただくよう要望し
ます。 

① 被害の全体像の早期把握 
「人命救助」最優先の観点で、被害の全体像の早期把握は不可欠

です。国や近隣府県が所有するヘリコプターを早期に最大限、被災
地に投入し、空撮による被害状況の把握を発災直後から実施する
体制の構築を要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

早期の被害状況の把握にヘリコプターの活用は有効であり、本県の消防防災ヘリコ
プターや警察ヘリコプターに加え、近隣県や国、自衛隊等のヘリコプターによる応援体
制を構築済である。今後も関係機関との連携を密にして発災に備えた体制整備を進め
ていく。 

② 孤立可能性集落での防災・減災力の強化 
２００９年（平成２１年）の内閣府調査によると、本県の孤立可

能性集落は９２９集落の内、１１７集落（１２．６％）であり、全
国平均２９．２％、石川県３３．４％と比較すれば、少ない状況に
ありますが、該当集落の住民に対し、市町村を通じて、備蓄の必要
性や自助・共助の心構え等、防災・減災に資する注意喚起を再度徹
底していただくとともに、公助についてもヘリによる物資投下・患
者の緊急搬送体制等の点検を要望します。 

能登半島地震の教訓等を踏まえて講じるべき対策について県と市町村とで構成する
防災研究会で検証の上、本年６月を目途に震災対策アクションプランの見直しを早急
に行うとともに、孤立可能性集落の再調査やヘリを活用した物資支援等の個別対策検
討、避難所環境の整備など、地震津波対策の充実・強化を令和６年度当初予算案で検討
している。 

・地震津波対策緊急強化事業                    １００，８１５千円 
 

③ 災害用多目的支援車等の配備 
断水に伴う衛生上の課題として、トイレと風呂が挙げられます

が、今回の能登半島地震で、静岡県藤枝市では、AI 浄化機能によ
り、繰り返し水が使用できるシャワー付き多目的支援車とトイレ
カーを現地に派遣されました。本県でも配備に向けて調査検討を
要望します。 

能登半島地震のような、長期断水が発生する局面において、緊急的な衛生環境維持を
補完するために有効なトイレカー、シャワーカーなど、必要な設備等の導入を検討す
る。 
・地震津波対策緊急強化事業（避難環境向上資機材整備事業）  ５４，７４５千円 

（２） 農業振興について 
食料の安全保障や地域農業の持続可能性を高めるため、農産物

の適正価格に対する県民の理解を積極的に促す必要があり、今が
そのタイミングだと考えます。「食のパラダイス」を掲げる本県と
して、将来にわたる食料の安定供給を図るため、県内の消費者、食
品加工・小売業者に向けた適正価格への理解啓発活動を強化する
ことを要望します。 

「食料・農業・農村基本法」の改正や、それに伴う国施策の方向性を踏まえ、「鳥取
県農業生産１千億円達成プラン」に「農業の持続可能性」を位置づけるとともに、ＪＡ
グループや農業団体が行うメディア媒体等による適正な価格形成に向けた啓発活動に
対して支援し、関係機関が一体となって県民理解の醸成を図ることのできる事業につ
いて令和６年度当初予算案において検討している。 
・世界に誇るべき「食パラダイス鳥取県」推進事業      ２９０，０００千円 
・農林水産部管理運営費                   ４３，９９３千円 
（再生産に配慮した適正な価格形成の実現に向けた県民理解の醸成に要する経費） 
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（３） 林業振興について 
森林環境譲与税の譲与基準については、森林面積割合が５０％

から５５％に見直される見通しとなりましたが、我が国の林業が
補助金ナシで自立可能な状況になるまでは、まだまだてこ入れが
必要です。併せて県内市町村における森林環境譲与税の事業化率
が４４％に留まっていることから、市町村に対して積極的な事業
化を促していただくよう要望します。 

森林環境譲与税の譲与基準の見直しにより、山間部の自治体にはより多くの譲与税
が配分され、鳥取県内の市町村には約３，１００万円増額の約７億円が配分される見込
みであり、それらを森林整備及びその促進に関する施策の推進につなげていくことが
今後より一層重要となると認識している。 
 今年度から令和６年度にかけ、市町村や森林組合等関係者と森林整備の役割分担や
在り方を検討し、市町村による森林環境譲与税収の事業化を積極的に促していく。 

（４） 水産振興について 
ブルーカーボンクレジット導入等をきっかけに、海岸線での藻

場造成、ウニ等の食害生物の駆除など、沿岸漁業の環境改善対策を
強化していただくよう要望します。 

ブルーカーボンクレジットの導入に向けては昨年１１月に県、沿海漁業協同組合、栽
培漁業協会で協議会を設立し、本年１月１０日に大山町御来屋地区におけるＪブルー
クレジットの認証申請を行ったところであり、今後、認証されたＣＯ２吸収量を県内企
業等に販売していく予定である。また、来年度は県全域を調査することとしており、引
き続き更なるクレジット化に向けた取組を進めていく。 
・豊かな海再生事業                     １４，３０３千円 

（５） 介護・保育職の処遇改善について 
介護・保育職の処遇改善は、国としても力を入れているところで

はありますが、全産業平均と比較し、介護職で月６．８万円、保育
職で月４．２万円もの賃金の開きがあるのが実態です。福祉サービ
スに従事したいと志す若者の背中を押すさらなる処遇改善、公定
価格の改善を国に強く訴えていただくよう要望します。 

介護職員の処遇改善については、国における「デフレ完全脱却のための総合経済対
策」に基づき、介護職員を対象に、収入を２％程度（月額平均 6,000円相当）引き上げ
るため、介護職員処遇改善支援補助金による支援を令和６年２月分より実施する。（令
和５年補正予算繰越にて、令和６年度に実施） 
また、令和６年度介護報酬改定においても介護職員の処遇改善が講じられたところ

であり、今後も介護サービスが確実に提供されるよう、介護職員の処遇改善に向けた国
への働きかけを継続していく。 
また、保育人材確保に向けた公定価格の充実による保育士等の更なる処遇改善等を

行うよう引き続き国に要望していく。  


